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1【提出理由】

当社は、2019年3月22日の第100期定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条

の5第4項および企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第9号の2の規定に基づき、本報告書を提出するもので

す。

2【報告内容】

(1) 株主総会が開催された年月日

2019年3月22日

(2) 決議事項の内容

第1号議案 定款一部変更の件

① 2018年度から運用を開始した第6次中期経営計画の進捗に伴い、当社グループの事業領域が拡大し

たことにより事業目的の変更を行うものです。

② 当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）は、有効期間満了をもって継続せず、

廃止するため、本対応方針に関する規定を削除し、条項を繰り上げるものです。

③ その他、規定の主旨を明確にするための文言の変更を行うものです。

第2号議案 取締役9名選任の件

取締役として、鈴木順也、橋本孝夫、西原勇人、井ノ上大輔、渡邉亘、大杉和人、安藤誠、アスリ・

チョルパン、松木和道の9名を選任するものです。なお、大杉和人、安藤誠、アスリ・チョルパン、松

木和道の各氏は社外取締役です。

第3号議案 監査役1名選任の件

監査役として、中野雄介氏を選任するものです。なお、中野雄介氏は社外監査役です。

第4号議案 補欠監査役1名選任の件

補欠監査役として、平岡彰信氏を選任するものです。



決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数(個) 可決要件
賛成割合(%)

(注)3
決議
結果

第1号議案
定款一部変更の件

408,832 255 0 (注)1 99.34 可決

第2号議案
取締役9名選任の件

(注)2

鈴木　順也 407,342 1,742 0 98.98 可決

橋本　孝夫 407,979 1,106 0 99.13 可決

西原　勇人 407,979 1,106 0 99.13 可決

井ノ上大輔 408,001 1,084 0 99.14 可決

渡邉　　亘 408,008 1,077 0 99.14 可決

大杉　和人 408,003 1,083 0 99.14 可決

安藤　　誠 408,025 1,061 0 99.14 可決

アスリ・チョルパン 408,038 1,048 0 99.14 可決

松木　和道 408,010 1,076 0 99.14 可決

第3号議案
監査役1名選任の件

(注)2
中野　雄介 388,666 20,422 0 94.44 可決

第4号議案
補欠監査役1名選任の件

(注)2
平岡　彰信 408,813 279 0 99.33 可決

(3) 決議事項に対する賛成、反対および棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件

ならびに当該決議の結果

(注) 1．第1号議案の可決要件は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1以上を有する株主が出席し、

出席した当該株主の議決権の3分の2以上の賛成によるものです。

2．第2号議案、第3号議案および第4号議案の可決要件は、議決権を行使することができる株主の議決権の3分の1

以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数の賛成によるものです。

3．賛成割合につきましては、本総会に出席した株主全員の議決権数(本総会前日までの議決権行使分および当日

出席の株主分)を分母とし、そのうち各議案について賛成を確認できた議決権数のみを分子として計算し、小

数点以下第3位を四捨五入しています

(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの議決権行使分および当日の出席の一部の株主から各議案の賛否に関して確認できたものを合計

したことにより可決要件を満たし、会社法上適法に決議が成立したため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反

対および棄権の確認ができていない議決権の数は加算していません。


